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1．平成28年3月期の業績（平成27年4月1日～平成28年3月31日)

(1)経営成績

(2)財政状態

(参考)　自己資本 28年3月期　1,539百万円 27年3月期　1,539百万円

2．平成29年3月期の業績予想（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

平成28年3月期決算の概況
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※ 注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更

②　①以外の会計方針の変更

③　会計上の見積りの変更

④　修正再表示

（２）発行済株式数(普通株式)

①　期末発行済株式数(自己株式を含む)

②　期末自己株式数

③　期中平均株式数

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
平成28年4月14日に発生しました平成28年熊本地震による平成29年3月期の財政状態に与える影響額は現時点では確定
しておりません。なお、当該地震に係る保険金及び損害調査費は危険準備金より取り崩すことから、平成29年3月期の
当期純利益への影響はありません。業績予想については、本資料の発表日現在において、入手可能な情報及び、一定
の前提に基づいて作成したものであり、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績は、
今後の様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
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1. 事業の概況 

（1）事業の経過及び成果等 

平成 27年度のわが国経済は、大規模な金融緩和政策のもと、原油安や雇用情勢の改善等により内需は

底堅く推移したものの、新興国を中心とした世界的な景気下振れの影響を受けて外需が低迷し、総じて

足踏みの状況となりました。 

地震保険の収入保険料は、平成 26年 7 月の料率改定による保険料値上げや、平成 27 年 10月の火災保

険の改定に伴い地震保険も駆け込み契約が発生したこと等の影響により増加しました。支払保険金・損

害調査費については、平成 23 年東北地方太平洋沖地震の保険金支払が逓減していることから前年度に比

べ減少しました。 

資産運用については、低金利環境が続く中、利回りの高い債券の償還が進んだことから、運用益は前

年度を下回りました。 

こうした状況の中、当社は平成 27年 4 月から 3カ年の第 4次中期経営計画「地震再保険金支払態勢の

強化に向けて」をスタートしました。当社の最重要課題である迅速・確実な地震再保険金支払態勢を確

固たるものとするため、事業継続マネジメント（BCM）の強化の取組みを推進しております。 

その初年度にあたり、当年度は、「首都直下地震を見据えた実効性のある BCMの強化」、「ITセキュリテ

ィ対策」などの施策を中心に確実に実行に移してまいりました。 

 

（2）地震保険成績の概要 

①正味収入保険料と正味支払保険金 

保険契約の収入保険料が増加した結果、差引の正味収入保険料は 1,219 億円（前年度比 11.9％増）と

大幅に増加しました。 

一方、正味支払保険金は、平成 23 年東北地方太平洋沖地震等で 55 億円（前年度比 41.6％減）となり

ました。 

②危険準備金と責任準備金 

正味収入保険料から受再保険手数料等を控除した正味保有保険料 526 億円と運用益 11 億円の合計 538

億円（前年度比 11.2％増）を危険準備金に積み増しました。 

また、支払備金 4億円を危険準備金に戻し入れ、前記の正味支払保険金 55億円、損害調査費 8 億円及

び広告宣伝費 3 億円を過年度危険準備金から取り崩した結果、当年度末危険準備金は 4,645 億円（前年

度比 11.4％増）となりました。 

この危険準備金に未経過保険料積立金を加えた結果、当年度末責任準備金は 6,273 億円（前年度比

12.7％増）となりました。 

③元受保険会社等の危険準備金 

受託金勘定の元受保険会社等の危険準備金については、差引正味保険料及び運用益の合計 48 億円（前

年度比 11.0％増）を積み増しました。また、広告宣伝費 8 億円を取り崩した結果、当年度末危険準備金

は 781億円（前年度比 4.6％増）となりました。 

 

（3）資産運用の概要 

国内の中長期金利は、日銀による量的・質的金融緩和政策の継続から低位で推移し、本年 1 月には日銀

のマイナス金利政策導入が発表され、金利低下に弾みがつきました。 

為替相場では、金融緩和を継続するわが国と金融引き締めを目指す米国の金融政策の違いにより対ドル

では円安が継続したものの、米国の利上げ観測が後ずれするに伴い、徐々に円高となりました。また、欧
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州における債務問題や政治的混乱などから対ユーロでは円高となりました。このような環境下において資

産運用にあたっては、安全性と流動性を第一義とし、これに収益性を加味して進めてまいりました。その

結果、税引前の運用益は業務勘定で 11 億円、受託金勘定は 2 億円となり、当年度末の運用資産は 6,902

億円となりました。 

 

（4）当年度損益 

当年度の損益については、資本勘定の利息及び配当金収入が大きく減少し、当該勘定に係る費用を賄い

きれなかったことから税引前利益がマイナスとなり、0 百万円の当期純損失となりました。 
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2.　財務諸表

（1）貸借対照表

金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

34,119       5.3 189,215      26.7 155,096   454.6 

34,119       5.3 189,215      26.7 155,096   454.6 

84,898       13.3 4,668        0.7 △80,230  △94.5      

113,991      17.8 94,596       13.3 △19,394  △17.0      

391,034      61.1 401,751      56.6 10,716    2.7 

181,570      28.4 93,829       13.2 △87,741  △48.3      

2,891        0.5 43,526       6.1 40,634    1,405.4 

62,170       9.7 154,871      21.8 92,701    149.1 

144,401      22.6 109,523      15.4 △34,878  △24.2      

91           0.0 66           0.0 △24      △26.9      

28           0.0 27           0.0 △1       △5.1       

62           0.0 39           0.0 △23      △37.0      

167          0.0 151          0.0 △15      △9.2       

165          0.0 150          0.0 △15      △9.2       

1            0.0 1            0.0 -         - 

15,834       2.5 18,957       2.7 3,123     19.7 

12,660       2.0 12,357       1.7 △302     △2.4       

84           0.0 -            - △84      △100.0     

1,438        0.2 1,227        0.2 △211     △14.7      

47           0.0 46           0.0 △1       △2.3       

33           0.0 45           0.0 11        33.2 

1,568        0.2 5,280        0.7 3,711     236.6 

640,137      100.0 709,408      100.0 69,270    10.8 

地 方 債

仮 払 金

金 融 派 生 商 品

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

資 産 の 部 合 計

コ ー ル ロ ー ン

有 価 証 券

平成26年度

（平成27年3月31日現在）

平成27年度

（平成28年3月31日現在）

買 入 金 銭 債 権

科目

増減率

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

比較増減

（単位：百万円）

年度

預 貯 金

国 債

社 債

外 国 証 券

建 物

その他の有形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

再 保 険 貸

未 収 金

未 収 収 益

預 託 金
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金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

558,377      87.2 628,497      88.6 70,119    12.6 

1,650        0.3 1,152        0.2 △497     △30.1      

556,727      87.0 627,345      88.4 70,617    12.7 

63,012       9.8 67,102       9.5 4,089     6.5 

13,629       2.1 8,364        1.2 △5,264   △38.6      

7,764        1.2 8,071        1.1 307       4.0 

167          0.0 185          0.0 17        10.5 

3            0.0 3            0.0 0 2.1 

100          0.0 104          0.0 4         4.0 

5,593        0.9 -            - △5,593   △100.0     

130          0.0 145          0.0 15        11.6 

22           0.0 8            0.0 △13      △60.9      

21           0.0 21           0.0 △0 △0.5       

5            0.0 6            0.0 0 4.1 

5            0.0 6            0.0 0 4.1 

3,390        0.5 3,717        0.5 326       9.6 

1            0.0 1            0.0 △0 △28.9      

638,593      99.8 707,865      99.8 69,272    10.8 

％ ％ ％

1,000        0.2 1,000        0.1 -         - 

545          0.1 544          0.1 △0 △0.1       

1            0.0 1            0.0 -         - 

544          0.1 543          0.1 △0 △0.1       

特 別 積 立 金 17           0.0 17           0.0 -         - 

価格変動特別積立金 39           0.0 39           0.0 -         - 

繰 越 利 益 剰 余 金 487          0.1 487          0.1 △0 △0.1       

△5          △0.0    △5          △0.0    -         - 

1,539        0.2 1,539        0.2 △0 △0.0       

4            0.0 3            0.0 △1       △25.9      

4            0.0 3            0.0 △1       △25.9      

1,543        0.2 1,542        0.2 △1       △0.1       

640,137      100.0 709,408      100.0 69,270    10.8 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

（負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

受 託 金

そ の 他 負 債

（単位：百万円）

年度 平成26年度 平成27年度

比較増減 増減率（平成27年3月31日現在） （平成28年3月31日現在）

科目

退 職 給 付 引 当 金

責 任 準 備 金

再 保 険 借

未 払 法 人 税 等

預 り 金

未 払 金

金 融 派 生 商 品

繰 延 税 金 負 債

負 債 の 部 合 計

地 震 保 険 評 価 差 額 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

賞 与 引 当 金

支 払 備 金

（純資産の部）

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

負債及び純資産の部合計

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計
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（貸借対照表の注記） 

１ 有価証券の評価基準、評価方法及び表示方法 

(１) その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によ

り行っております。

(２) 地震保険の責任準備金及び地震保険に係る受託金に対応する資産の評価差額については、

税効果控除前の額を、保険業法施行規則別紙様式に基づき、負債の部に「地震保険評価差

額金」として表示しております。それ以外の評価差額については、税効果控除後の額を全

部純資産直入法により処理し、純資産の部に表示しております。また、売却原価の算定は

移動平均法に基づいております。

２ デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

３ 有形固定資産の減価償却は、定率法により行っておりますが、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)については定額法により行っております。 

４ 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、見積利用可能期間（5年）

に基づく定額法により行っております。 

５ 外貨建の資産の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。 

６ 引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、

次のとおり計上しております。

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が

発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債

権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる

額等を控除し、その残額を引き当てることとしております。上記以外の債権については、

過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上

しております。

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき財務部が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した管理・企画部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の計上

を行っております。

なお、当期は引当の対象となる資産がないため計上を行っておりません。

(２) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。

なお、退職給付債務は、自己都合退職による期末要支給額を基に計算する簡便法により算

出しております。

(３) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当期末要支給額を計上しております。 

(４) 賞与引当金

従業員の賞与に充てるため、当期末における支給見込額を基準に算出しております。

(５) 価格変動準備金

株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115条の規定に基づき計上してお

ります。

７ 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項 

(１) 金融商品の状況に関する事項

当社は再保険金の支払いに備え、主に国内外の高格付の短中期債並びに短期金融商品を保

有し、流動性と安全性を第一義とし、それに収益性を加味した資産運用を行っております。

デリバティブ取引は、外貨建債券の為替変動に伴う市場リスク軽減のための先物為替予約

で、実需の範囲内で行うこととしております。また、市場リスク・信用リスク・流動性リ

スクについては定期的に時価や信用情報を把握、管理しております。
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(２) 金融商品の時価等に関する事項

平成 28年 3 月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。

(単位：百万円) 

貸借対照表計上額 時価 差額 

①現金及び預貯金 189,215 189,215 － 

②コールローン 4,668 4,668 － 

③買入金銭債権 94,596 94,596 － 

④有価証券

その他有価証券 401,751 401,751 － 

資産計 690,231 690,231 － 

⑤デリバティブ取引(※)

ヘッジ会計が適用されて

いないもの 

5,280 5,280 － 

デリバティブ取引計 5,280 5,280 － 

(※)その他資産及びその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示してお

ります。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については( )で表示しております。 

(注 1)金融商品の時価の算定方法 

①現金及び預貯金

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額に近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。

②コールローン

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額に近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。

③買入金銭債権

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額に近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。

④有価証券

時価は期末日の市場価格等に基づいており、日本証券業協会の売買統計参考値、外

部業者（外部ベンダー、ブローカー）から提供された価格によっております。

⑤デリバティブ取引

取引先の金融機関から提示された価格によっております。

８ 消費税等の会計処理は税込方式によっております。 

９ 責任準備金の内訳項目である危険準備金は、責任準備金の算出方法書に基づき、正味純保険

料の額と資産の運用によって生じた利益から法人税等相当額を除いた額を累積して積み立て

ております。 

１０ 有形固定資産の減価償却累計額は、161 百万円であります。 

１１ 支払備金の内訳は次のとおりであります。 

支払備金(出再支払備金控除前) 1,764 百万円 

同上に係る出再支払備金 611 百万円 

差引 1,152 百万円 

１２ 繰延税金資産の総額は 261 百万円、繰延税金負債の総額は 1 百万円であります。なお、評価

性引当額として全額を繰延税金資産の総額から控除しております。 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、税務上の繰越欠損金 157 百万円、退職給付引当

金 40 百万円、未払事業税 37 百万円、未払地方法人特別税 15百万円であります。繰延税金負

債の発生の原因は、その他有価証券評価差額金 1 百万円であります。
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１３ 法人税の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正は次の通りでありま

す。 

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成 28 年法律第 15 号)が平成 28 年 3 月 29 日に国会

で成立し、平成 28年 4月 1日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げが行われること

となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は従来の 28.85%から、平成 28 年 4月 1日に開始する事業年度及び平成 29年 4 月 1 日に開始

する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については 28.24%に、平成 30 年 4 月 1 日に開

始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については 28.00%となります。この税率

変更により、繰延税金負債は 0 百万円減少しております。なお、当期純利益への影響はあり

ません。 

１４ 1 株当たりの純資産額は 775 円 61銭であります。 

算定上の基礎である純資産の部の合計は 1,542 百万円、普通株式に係る純資産額は 1,542 百

万円、普通株式の当期末株式数は 1,988千株であります。 

１５ 平成 28年 4月 14日に発生しました平成 28年熊本地震による翌事業年度以降の財政状態に与

える影響額は現時点では確定しておりません。なお、当該地震に係る保険金及び損害調査費

は危険準備金より取り崩すことから、翌事業年度の当期純利益への影響はありません。 

１６ 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（2）損益計算書

平成26年4月 1日から 平成27年4月 1日から

平成27年3月31日まで 平成28年3月31日まで

金額 金額

％

119,822         129,107         9,285    7.7 

112,468         123,681         11,213   10.0 

正 味 収 入 保 険 料 108,994          121,986          12,991    11.9 

積 立 保 険 料 等 運 用 益 1,544            1,198            △346     △22.4       

支 払 備 金 戻 入 額 1,929            497              △1,432   △74.2       

7,353           5,424           △1,929  △26.2      

利 息 及 び 配 当 金 収 入 2,710            2,468            △241     △8.9        

有 価 証 券 売 却 益 -                194              194       - 

金 融 派 生 商 品 収 益 -                3,954            3,954     - 

為 替 差 益 6,180            -                △6,180   △100.0      

そ の 他 運 用 収 益 7                4                △2       △36.1       

積立保険料等運用益振替 △1,544          △1,198          346       - 

0 1               1        15,749.0 

119,818         129,107         9,288    7.8 

111,757         122,956         11,198   10.0 

正 味 支 払 保 険 金 9,563            5,589            △3,973   △41.6       

損 害 調 査 費 1,425            868              △556     △39.1       

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 43,315           45,880           2,565     5.9 

責 任 準 備 金 繰 入 額 57,453           70,617           13,163    22.9 

6,481           4,498           △1,982  △30.6      

金 融 派 生 商 品 費 用 6,447            -                △6,447   △100.0      

為 替 差 損 -                4,470            4,470     - 

そ の 他 運 用 費 用 34               28               △5       △15.8       

1,322           1,394           72       5.5 

257             257             0 0.2 

支 払 利 息 257              257              0 0.2 

3               0 △3      △98.4      

0 0 0 14.2 

0 0 △0 △100.0      

0 0 0 34.6 

3               △0 △3      △105.5     

0 0 -        - 

0 0 -        - 

3               △0 △3      △115.6     

資 産 運 用 費 用

平成26年度

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 収 益

経　　常　　収　　益

保 険 引 受 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経　　常　　費　　用

科目

そ の 他 経 常 費 用

経　　常　　利　　益

特　　別　　損　　失

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

当期純利益又は当期純損失(△)

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

固 定 資 産 処 分 損

法 人 税 等 合 計

（単位：百万円）

年度 平成27年度

比較増減 増減率
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（損益計算書の注記） 

 

１ 正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

収入保険料 238,645 百万円 

支払再保険料 116,659 百万円 

差引 121,986 百万円 

２ 正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。 

支払保険金 8,214 百万円 

回収再保険金 2,625 百万円 

差引 5,589 百万円 

３ 支払備金繰入額(△は支払備金戻入額)の内訳は次のとおりであります。 

支払備金繰入額(出再支払備金控除前) △694 百万円 

同上に係る出再支払備金繰入額 △197 百万円 

差引 △497 百万円 

４ 利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。 

預貯金利息 34 百万円 

コールローン利息 8 百万円 

買入金銭債権利息 144 百万円 

有価証券利息 2,280 百万円 

計 2,468 百万円 

５ 金融派生商品収益中の評価損益は 5,280百万円の益であります。 

６ １株当たりの当期純損失は 0 円 23銭であります。 

算定上の基礎である当期純損失は 0 百万円、普通株式に係る当期純損失は 0 百万円、普通株式

の期中平均株式数は 1,988千株であります。 

７ 当期末における法定実効税率は 28.85％、税効果会計適用後の法人税等の負担率は△157.52％

であり、この差異の主な内訳は、評価性引当額の増減額△51,004.21％、危険準備金に係る広

告宣伝費用損金算入額 51,124.32％であります。 

８ 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（3）株主資本等変動計算書

① 平成26年度

特別積
立金

価格変
動特別
積立金

繰越利
益剰余

金

1,000 1   17   39   484  542  △5 1,536 7    7    1,544 

当期純利益 3    3    3     3     

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△3  △3  △3   

3    3    3     △3  △3  △0

1,000 1   17   39   487  545  △5 1,539 4    4    1,543 

② 平成27年度

特別積
立金

価格変
動特別
積立金

繰越利
益剰余

金

1,000 1   17   39   487  545  △5 1,539 4    4    1,543 

当期純損失 △0 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△1  △1  △1   

△0 △0 △0 △1  △1  △1   

1,000 1   17   39   487  544  △5 1,539 3    3    1,542 

（株主資本変動計算書の注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

２．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

当期末残高

その他
有価証
券評価
差額金

評価・
換算差
額等合

計

利益
準備
金

その他利益剰余金
利益剰
余金合

計

当期首残高

利益剰余金

自己
株式

株主資
本合計

当期変動額

当期変動額合計

株主資本
評価・換算

差額等

株主資本
評価・換算

差額等

利益剰
余金合

計

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

株主資
本合計

（単位：百万円）

資本金

純資産
合計

資本金

（単位：百万円）

その他
有価証
券評価
差額金

評価・
換算差
額等合

計

利益
準備
金

その他利益剰余金
純資産
合計

利益剰余金

自己
株式

（単位：株）

前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式

普通株式 2,000,000 -                    -                    2,000,000
合計 2,000,000 -                    -                    2,000,000

自己株式

普通株式 11,400 -                    -                    11,400
合計 11,400 -                    -                    11,400

-11-



3. その他 

（1）有価証券関係 

  ①売買目的有価証券 

   該当ありません。 

 

  ②満期保有目的の債券 

   該当ありません。 

 

  ③その他有価証券 

（単位：百万円） 

区 分 種 類 

平成 26年度 

(平成 27年 3月 31日現在) 

平成 27年度 

(平成 28年 3月 31日現在) 

取 得 原 価 
貸借対照表

計 上 額 
差 額 取 得 原 価 

貸借対照表

計 上 額 
差 額 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの 

公 社 債 152,926 155,186 2,259 250,668 254,073 3,405 

株 式 － － － － － － 

外国証券 127,162 138,778 11,615 78,358 83,798 5,440 

そ の 他 － － － － － － 

小 計 280,089 293,964 13,874 329,026 337,872 8,846 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの 

公 社 債 91,516 91,446 △69 38,173 38,153 △20 

株 式 － － － － － － 

外国証券 5,780 5,623 △157 26,301 25,724 △576 

そ の 他 113,991 113,991 － 94,596 94,596 － 

小 計 211,288 211,061 △226 159,071 158,475 △596 

合 計 491,378 505,026 13,648 488,098 496,347 8,249 

（注）貸借対照表において買入金銭債権として処理しているコマーシャルペーパーを「その他」に含めて

記載しております。 

 

④売却したその他有価証券 

            （単位：百万円） 

種 類 

平成 26年度 

（平成 26 年 4月 1日から平成 27年 3 月 31日まで） 

平成 27年度 

（平成 27 年 4月 1日から平成 28年 3 月 31日まで） 

売却額 
売却益の 

合計額 

売却損の 

合計額 
売却額 

売却益の 

合計額 

売却損の 

合計額 

公 社 債 － － － 40,210 181 － 

株 式 － － － － － － 

外 国 証 券 － － － 4,592 12 － 

そ の 他 － － － － － － 

合 計 － － － 44,802 194 － 

 

  ⑤減損処理を行った有価証券 

   該当ありません。 
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（2）デリバティブ取引関係

①ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連 

  （単位：百万円） 

区

分

種 類 

平成 26年度 

(平成 27年 3月 31日現在) 

平成 27年度 

(平成 28年 3月 31日現在) 

契約額等 
時価 評価損益 

契約額等 
時価 評価損益 

 うち1年超  うち1年超 

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引 

売 建 

米 ド ル 59,455 － △5,568 △5,568 60,484 － 4,148 4,148 

ユ ー ロ 28,159 － 1,543 1,543 20,366 － 1,132 1,132 

合 計 △4,024 △4,024 5,280 5,280 

（注）時価の算定方法…………為替相場は先物相場を使用しております。 

②ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当ありません。

（3）リスク管理債権

該当ありません。
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（4）単体ソルベンシー・マージン比率 

（単位：百万円） 

区分 
平成 26年度 

(平成 27年 3月 31日現在) 

平成 27年度 

(平成 28年 3月 31日現在) 

(Ａ） 単体ソルベンシー・マージン総額 421,385 469,361 

資本金又は基金等 1,539 1,539 

価格変動準備金 5 6 

危険準備金 － － 

異常危険準備金 417,056 464,584 

一般貸倒引当金 － － 

その他有価証券の評価差額金・繰延ヘ

ッジ損益（税効果控除前） 
2,783 3,231 

土地の含み損益 － － 

払戻積立金超過額 － － 

負債性資本調達手段等 － － 

払戻積立金超過額及び負債性資本調

達手段等のうち、マージンに算入され

ない額 

－ － 

控除項目 － － 

その他 － － 

(Ｂ） 単体リスクの合計額 

65)43()21( 22 RRRRRR +++++  
237,717 239,352 

一般保険リスク     (R1) － － 

第三分野保険の保険リスク(R2) － － 

予定利率リスク     (R3） － － 

資産運用リスク     (R4) 8,355 9,958 

経営管理リスク     (R5) 4,661 4,693 

巨大災害リスク     (R6) 224,700 224,700 

(Ｃ） 
単体ソルベンシー・マージン比率 

〔(A)/｛(B)×1/2｝〕×100 
354.5% 392.1% 

 

（注） 「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第 86条（単体ソルベンシー・マ

ージン）及び第 87 条（単体リスク）並びに平成 8年大蔵省告示第 50号の規定に基づいて算出さ

れた比率です。 

 

＜単体ソルベンシー・マージン比率＞ 

損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を

積み立てておりますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の

予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。 

この「通常の予測を超える危険」を示す｢単体リスクの合計額｣(上表の(Ｂ))に対する「損害保険会社

が保有している資本金・準備金等の支払余力」(すなわち単体ソルベンシー･マージン総額：上表の(Ａ))

の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」

(上表の(Ｃ))です。 
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「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額であります。 

①保険引受上の危険 

（一般保険リスク） 

（第三分野保険の保険リスク） 

：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生

し得る危険（巨大災害に係る危険を除く。） 

②予定利率上の危険

（予定利率リスク） 

：積立型保険について実際の運用利回りが保険料算出時に予

定した利回りを下回ることにより発生し得る危険 

③資産運用上の危険

（資産運用リスク） 

：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変

動することにより発生し得る危険等 

④経営管理上の危険

（経営管理リスク） 

：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①

～③及び⑤以外のもの 

⑤巨大災害に係る危険

（巨大災害リスク） 

：通常の予測を超える巨大災害(関東大震災や伊勢湾台風相

当)により発生し得る危険 

「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（単体ソルベンシー・マージン総額）と

は、損害保険会社の純資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、

土地の含み益の一部等の総額であります。 

ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するため

に活用する客観的な指標のひとつでありますが、その数値が２００％以上であれば「保険金等の支払能

力の充実の状況が適当である」とされております。 

◎ 当社は、「地震保険に関する法律」に基づき政府と地震保険再保険契約を締結しており、かつ同法に、

政府は保険金支払のための資金のあっせん・融通に努める旨定めているなど特別の事業形態となって

いることから、保険業法第 132 条第 2 項に規定する区分等を定める命令第 3 条第 4 項（注）により、

当社のソルベンシー・マージン比率の数値は、上記水準の如何にかかわらず、行政当局が行う改善命

令等の発動基準の数値としては使用しないことになっています。

(注) 条文は、次のとおりです。 

「保険会社が地震保険に関する法律（昭和 41年法律第 73 号）第 3 条第 1 項（政府の再保険）に規

定する再保険契約を政府との間で締結している場合には、当該保険会社について、当該保険会社が

該当する前条第 1項の表の区分に応じた命令は、同表の非対象区分に掲げる命令とする。」 
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